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６６６６    推計方法推計方法推計方法推計方法 

 

（１）生産額の推計 

 

① 推計方法 

原則として基本分類（５１８品目[７桁コード]）をさらに細かくした分類（約３，４００品目

[１０桁コード]）での推計を行っています。基本的に「単価×生産数量」にて推計を行っていま

すが、サービス業などこの方法になじまない部門については、売上高などを用いています。 

また、部門の性質や資料上の制約などから直接の推計が困難なものについては、全国表の生

産額を関連する指標を用いて、対全国比で分割する方法にて推計を行っています。 

 

② 推計資料 

国や県の既存統計資料を中心として、地域産業連関表用として国から提供されている資料及

び県の関係各課や関係団体などへの照会による資料などを用いています。 

主な資料は、以下のとおりです。 

 

○農林水産業 

農林水産省「農林水産省統計表」 

農林水産省「作物統計」 

農林水産省「農林業センサス」 

農林水産省「生産林業所得統計報告書」 

農林水産省「漁業・養殖業生産統計年報」 

○鉱業 

経済産業省「砕石等統計年報」 

和歌山県調査統計課「県民経済計算年報」 

総務省「経済センサス-活動調査 組替集計結果」 

○製造業 

総務省「経済センサス-活動調査 組替集計結果」 

経済産業省「生産動態統計」 

農林水産省「畜産物流通統計」 

農林水産省「水産物流通統計」 

国税庁「国税庁統計年報書」 

文部科学省「学校給食実施状況調査」 

○建設 

国土交通省「建設総合統計年度報」 

国土交通省「建築統計年報」 

国土交通省「建設工事施工統計調査報告」 

○電気・ガス・水道 

和歌山県調査統計課「県民経済計算年報」 

和歌山県調査統計課「和歌山県統計年鑑」 

日本電気協会「電気事業便覧」 

○商業 

総務省「経済センサス-活動調査 組替集計結果」 

○金融・保険 

和歌山県調査統計課「県民経済計算年報」 

○不動産 

総務省「経済センサス-活動調査 組替集計結果」 

総務省「住宅・土地統計調査」 
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○運輸・郵便 

国土交通省「交通関連統計資料集」 

国土交通省「港湾統計」 

和歌山県調査統計課「和歌山県統計年鑑」 

総務省「日本統計年鑑」 

総務省「経済センサス-活動調査 組替集計結果」 

○情報通信 

和歌山県調査統計課「県民経済計算年報」 

総務省「経済センサス-活動調査 組替集計結果」 

○公務 

和歌山県調査統計課「県民経済計算年報」 

○サービス 

和歌山県調査統計課「県民経済計算年報」 

総務省「経済センサス-活動調査 組替集計結果」 

厚生労働省「医療費の動向調査」 

厚生労働省「介護保険事業状況報告」 

朝日新聞「民力」 

 

（２）粗付加価値部門及び最終需要部門の推計 

 

① 推計方法 

各種資料や県民経済計算の結果から直接、あるいは数量・単価を用いて推計しています。ま

た、県独自で推計できる資料が十分でないものについては、全国表の数値を直接または間接的

指標を用いて分割するなどにより推計を行っています。 

 

② 推計資料 

生産額推計と同様ですが、移輸出入については各都道府県と国が特別に調査を実施した商品

流通調査の結果を併せて用いています。 

主な資料は、以下のとおりです。 

 

最終需要部門最終需要部門最終需要部門最終需要部門    

○家計外消費支出（列） 

総務省「平成２３年産業連関表」 

○家計消費支出 

総務省「全国消費実態調査報告」 

○対家計民間非営利団体消費支出 

総務省「平成２３年産業連関表」 

○一般政府消費支出 

和歌山県調査統計課「県民経済計算年報」 

総務省「平成２３年産業連関表」 

○県内総固定資本形成 

和歌山県調査統計課「県民経済計算年報」 

内閣府「国民経済計算年報」 

○在庫純増 

総務省「経済センサス-活動調査 組替集計結果」 

総務省「平成２３年産業連関表」 

○調整項 

総務省「平成２３年産業連関表」 
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○移輸出・移輸入 

農林水産省の流通関係各種資料 

国土交通省「港湾統計」 

経済産業省「砕石等統計年報」 

総務省「国勢調査報告」 

和歌山県観光振興課「観光客動態調査」 

総務省「社会生活基本調査」 

総務省「平成２３年産業連関表」 

 

粗付加価値部門粗付加価値部門粗付加価値部門粗付加価値部門    

試算投入額を和歌山県調査統計課「県民経済計算年報」などにより、調整しています。 

 

（３）投入・産出額の推計 

投入額の推計については、平成２３年全国表の投入係数を用いて試算投入額を求め、投入額に

関する資料が得られている範囲の部門については、これを用いて修正を行っています。また、産

出額については、投入側から得た数値をもととして、県民経済計算との整合性や平成１７年表と

の比較検討及び中間需要、最終需要、移輸入間のバランスを考慮して調整を行っています。 

 

 

 


